
  

様式第２号の１－①【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の１

－②を用いること。 
 

学校名 高千穂大学 
設置者名 学校法人 高千穂学園 

 

 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

学部名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のある 

教員等による 

授業科目の単位数 

省令

で定

める

基準

単位

数 

配

置

困

難 
全学

共通

科目 

学部

等 

共通

科目 

専門

科目 
合計 

商学部 商学科 
夜 ・

通信 

4 

 28 32 13  

経営学部 経営学科 
夜 ・

通信 
 32 36 13  

人間科学部 人間科学科 
夜 ・

通信 
 16 20 13  

（備考） 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 

https://www.takachiho.jp/library/PDF/kyomu/jitsumu.pdf 

 

 

３．要件を満たすことが困難である学部等 
学部等名 

（困難である理由） 

 
  

https://www.takachiho.jp/library/PDF/kyomu/jitsumu.pdf


  

様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。 
 

学校名 高千穂大学 
設置者名 学校法人 高千穂学園 

 

 

１．理事（役員）名簿の公表方法 

https://www.takachiho.jp/outline/disclosure.html 

 

 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

非常勤 

日本経済新聞社、 

日本経済新聞販売開発㈱ 

代表取締役社長、 

日経ﾒﾃﾞｨｱﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ㈱ 

顧問 

2019.6.1 

～

2022.5.31 

企画・調整 

非常勤 弁護士 

2019.6.1 

～

2022.5.31 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 

（備考） 

 

  

https://www.takachiho.jp/outline/disclosure.html


  

様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 

学校名 高千穂大学 

設置者名 学校法人 高千穂学園 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し

ていること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

各科目のシラバスの構成は、①「履修要項」に記載の各科目が配置されて

いる領域のカリキュラム方針に合致しているかどうか、②「履修要項」の

「教育プログラム表」の「専門的知識とスキルの修得」に対応しているか

どうか、③予習・復習の指示、④成績評価方法と基準、⑤アクティブラー

ニングの実施の有無、⑥テキスト、参考文献の明示、⑦各回の授業計画の

明示、を義務付け、さらに各科目のシラバスを教務委員がチェックし、必

要な修正を加えたものを毎年、３月末までにホームページに公表している。 

昨年度からの新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、遠隔授業とした

科目については、シラバスを更新している。 
 

授業計画書の公表方法 
https://www.takachiho.jp/library/PDF/kyomu

/gakubu_syllabus.pdf  

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 
（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

各授業科目の学修成果は、基本的に各学期末に実施する定期試験により評

価を行っている。ただし、実習科目については、教育内容から定期試験で

はなく、通常の授業時間中に、討論や実技により効果を測定する科目もあ

る。また、教育上の効果という視点から、科目によっては定期試験の結果

に、授業中のリアクションペーパーなどによる平常点やレポートあるいは

小テストの結果を加味している。 

 なお、ゼミナール活動の最終学年における評価は、卒業論文の提出を義

務付けている。 

 但し、2021年度春学期については、新型コロナウイルス感染症に伴い、

学期末の定期試験は実施しない。 

https://www.takachiho.jp/library/PDF/kyomu/gakubu_syllabus.pdf
https://www.takachiho.jp/library/PDF/kyomu/gakubu_syllabus.pdf


  

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

各授業科目の学習成果の評価方法は、シラバスに記載の評価方法により、

合格４段階（ＡＡ、Ａ、Ｂ、Ｃ）、不合格（Ｄ）、評価不能（Ｙ１、Ｙ２、 

Ｙ３、Ｙ４）を設け、履修要項に明記している。 

なお、本学ではＧＰＡを奨学金の対象者選定材料として使用している。 

また、ゼミナール活動の最終学年の評価は卒業論文により行い、特に優

れた卒業論文は卒業時に論文賞を授与している。 

 学習意欲の把握は、年２回（春・秋学期）「授業評価アンケート」を実施

し、確認するとともに一定の修得単位数以下の学生については、保護者同

席のうえ教務委員が面談し確認している。 

 さらに、各学期の履修単位数に制限を設けることにより、学習意欲と教

育効果の向上を図っている。 

【ＧＰＡの計算方法】 

ＧＰＡ＝ （５×「ＡＡ評価の単位数」）+（４×「Ａ評価の単位数」）+（３

×「Ｂ評価の単位数」）+（２×「Ｃ評価の単位数」）+（１×「Ｄ評価の単位

数」）+（0×「Ｙ評価の単位数」） ÷対象年度の合計履修単位数 

客観的な指標の 

算出方法の公表方法 

授業科目の評価方法は学生に配布する『履修要項』に掲載

し、奨学金の選定材料であるＧＰＡの計算方法は学生ポー

タルサイトの「学生生活の手引き」及びホームページの「奨

学金」に掲載している。 

https://www.takachiho.jp/examination/tuition_

u.html 

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 
（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

各学部の教育目的を達成するために各学部のディプロマポリシーを定め、

履修要項、ホームページにて公表している。 

 具体的な卒業要件として最低 124 単位の取得とし、全学部共通の教養科

目と各学部専門科目の取得すべき授業科目、単位数を設定し履修要項に明

示している。 

 また、卒業認定は教務委員会にて個別学生の成績と卒業要件を確認した

素案を連合教授会にて審議し、学長が最終決定する。 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 
https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/

outline/policy.html 
 

  

https://www.takachiho.jp/examination/tuition_u.html
https://www.takachiho.jp/examination/tuition_u.html
https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html
https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html


  

様式第２号の４－①【⑷財務・経営情報の公表(大学・短期大学・高等専門学校)】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の４

－②を用いること。 
学校名 高千穂大学 

設置者名 学校法人 高千穂学園 

 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 https://www.takachiho.jp/outline/disclosure.html 

収支計算書又は 

損益計算書 
https://www.takachiho.jp/outline/disclosure.html 

財産目録 https://www.takachiho.jp/outline/disclosure.html 

事業報告書 https://www.takachiho.jp/outline/disclosure.html 

監事による監査報告（書） https://www.takachiho.jp/outline/disclosure.html 

 

 

２．事業計画（任意記載事項） 

単年度計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

中長期計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

 

 

３．教育活動に係る情報 

（１）自己点検・評価の結果 

公表方法：https://www.takachiho.jp/library/jihee/pdf/report2017.pdf 

 

 

（２）認証評価の結果（任意記載事項） 

公表方法：https://www.takachiho.jp/library/jihee/pdf/report2017.pdf 

 

  

https://www.takachiho.jp/outline/disclosure.html
https://www.takachiho.jp/outline/disclosure.html
https://www.takachiho.jp/outline/disclosure.html
https://www.takachiho.jp/outline/disclosure.html
https://www.takachiho.jp/outline/disclosure.html
https://www.takachiho.jp/library/jihee/pdf/report2017.pdf
https://www.takachiho.jp/library/jihee/pdf/report2017.pdf


  

（３）学校教育法施行規則第 172条の２第 1項に掲げる情報の概要 

 

①教育研究上の目的、卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関す

る方針、入学者の受入れに関する方針の概要 
学部等名 商学部 

教育研究上の目的 

（公表方法：https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html） 

（概要） 

商学部・商学科の「育成すべき学生像」は、「幅広い教養と深い専門知識とを身につけ、

現代社会の多様な変化に対応しうる、国際的な視野を備えた、人間性豊かで高い実務能力

をもつ企業人あるいはスペシャリスト」である。 

卒業の認定に関する方針 

（公表方法：https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html） 

（概要） 

各学部の教育目的を達成するために各学部のディプロマポリシーを定め、履修要項、

ホームページにて公表している。 

 具体的な卒業要件として最低 124 単位の取得とし、全学部共通の教養科目と各学部

専門科目の取得すべき授業科目、単位数を設定し履修要項に明示している。 

 また、卒業認定は教務委員会にて個別学生の成績と卒業要件を確認した素案を連合

教授会にて審議し、学長が最終決定する。 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html） 

（概要） 

商学部では「マーケティングコース」、「金融コース」、「会計コース」の３コースを

設置している。 

・需要創造のためのマーケティング諸施策を立案・実行過程を学ぶ（マーケティング

コース） 

・金融の仕組みと機能を理解する（金融コース） 

・会計情報の作成に関する知識と関連諸科学を学ぶ（会計コース） 

入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html） 

（概要） 

・日本国内外における経済の動向に関心を持ち、経済・産業・企業および社会の仕組

みやその機能について関心を抱く人 

・より良い経済・社会の構築のためにビジネスの世界で自らの能力を発揮したいと考

える人 

・商品の流通の仕組みやお金の流れ、会計の仕組みなどを学び、自らの能力向上を目

指す意欲と基礎的能力のある人 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html
https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html
https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html
https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html


  

 
学部等名 経営学部 

教育研究上の目的 

（公表方法：https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html） 

（概要） 

経営学部経営学科の「育成すべき学生像」は、「あふれる教養と豊かな人間性を基礎に、

企業経営の仕組みや機能及び、経営体の本質を理解し、時代の変革に対応した国際的視野

で物事を考えることができる人材」である。 

卒業の認定に関する方針 
（公表方法：https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html） 

（概要） 

各学部の教育目的を達成するために各学部のディプロマポリシーを定め、履修要項、ホー

ムページにて公表している。 

 具体的な卒業要件として最低 124 単位の取得とし、全学部共通の教養科目と各学部専門

科目の取得すべき授業科目、単位数を設定し履修要項に明示している。 

 また、卒業認定は教務委員会にて個別学生の成績と卒業要件を確認した素案を連合教授

会にて審議し、学長が最終決定する。 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html） 

（概要） 

経営学部では、「企業経営コース」、「起業・事業承継コース」、「経営法務コース」、

「情報コース」の４コースを設置している。 

・生産・サービス、総務・人事・経理・企画の機能と仕組みを学ぶ（企業経営コース） 

・グローバルな視野に立った国際経営を学ぶ（企業経営コース） 

・起業及び経営者として要請される知識・資質を学ぶ（起業・事業承継コース） 

・企業活動に関連する諸法規と企業の社会的責任について学ぶ（経営法務コース） 

・ICT（情報通信技術）を経営に生かすために必要な知識・スキルを学ぶ（情報コース） 

入学者の受入れに関する方針 
（公表方法：https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html） 

（概要） 

・日本国内外における経済の動向に関心を持ち、経済・産業・企業および社会の仕組みや

その機能について関心を抱く人 

・企業・団体の成長・発展のために自らの能力を発揮したいという意欲と基礎的能力を有

する人 

・経営活動に必要とされる企業法務の専門的知識を習得し、コンプライアンス・マインド

を具備した社会人・組織人を志望する人 

・既存の会社や団体などの事業を継承したい、あるいは自らが新たに企業や事業を起こし

たいという意欲と基礎的能力を有する人 

・ICT（情報通信技術）の仕組みを学び、ICTを活用したビジネスの革新を目指す意欲と基

礎的能力を有する人 

 

 

 

https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html
https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html
https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html
https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html


  

 
学部等名 人間科学部 

教育研究上の目的 

（公表方法：https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html） 

（概要） 

人間科学部人間科学科の「育成すべき学生像」は、同学部教育目的に明記されているとお

り、人間科学専攻においては、人間科学を中心とする学問研究を通じ、『「主体的・自立

的個人」及び「自他共生的社会人」として成長できる人材』である。又、児童教育専攻に

おいては人間科学及び、教育学を中心とする学問研究を通じ、「児童期における児童の心

理の発達、行動様式などを理解し、児童の健全な発達に寄与する人材」である。 

卒業の認定に関する方針 
（公表方法：https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html） 

（概要） 

各学部の教育目的を達成するために各学部のディプロマポリシーを定め、履修要項、ホー

ムページにて公表している。 

 具体的な卒業要件として最低 124 単位の取得とし、全学部共通の教養科目と各学部専門

科目の取得すべき授業科目、単位数を設定し履修要項に明示している。 

 また、卒業認定は教務委員会にて個別学生の成績と卒業要件を確認した素案を連合教授

会にて審議し、学長が最終決定する。 

教育課程の編成及び実施に関する方針 
（公表方法：https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html） 

（概要） 

人間を個人・社会的存在として捉え、主体的・自律的個人及び自他共生的社会人として成

長なら占める学問体系を学ぶために、「人間科学専攻」「児童教育専攻」を設置する 

・人間科学専攻では、社会科学・人文科学を中心とする理論を学術的・総合的に学ぶ 

・児童教育専攻では、教育学をはじめとして、児童の心身の発達、行動様式等を理解し、

児童の健全な発達に寄与しうる諸科学を学ぶ。 

入学者の受入れに関する方針 
（公表方法：https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html） 

（概要） 

・日本国内外における人々の価値観・行動様式などの特徴・変化に関心を持ち、個人およ

び社会的存在としていかに自立的かつ、自他共生的に成長していくのかについて興味を抱

いている人 

・幅広い教養を身につけ、人間および人間の成長過程について学び、さまざまな人と関わ

りあいながら自らも成長したいという意欲と基礎的能力を有する人 

・子どもを愛し、子どもの成長に貢献するために自らの資質・能力を発揮したいという意

欲と基礎的能力を有する人 

 

 

②教育研究上の基本組織に関すること 

公表方法：https://www.takachiho.jp/research.html 

 

https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html
https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html
https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html
https://www.takachiho.jp/faculty_graduate/outline/policy.html
https://www.takachiho.jp/research.html


  

③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

a.教員数（本務者） 

学部等の組織の名称 
学長・ 

副学長 
教授 准教授 講師 助教 

助手 

その他 
計 

－ 2人 － 2人 

商学部 － 9人 8人 0人 1人 0人 18人 

経営学部 －   10人 8人 0人 4人 0人 22人 

人間科学部 － 15人 6人 0人 1人 0人 22人 

b.教員数（兼務者） 

学長・副学長 学長・副学長以外の教員 計 

 

0人 74人 74人 

各教員の有する学位及び業績 
（教員データベース等） 

公表方法：https://www.takachiho.jp/outline/professor.html 

c.ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の状況（任意記載事項） 

ＦＤについては、学長が長となるＦＤ委員会を設置し、原則、春・秋学期に各１回（年２回）、全専任・

任期付教員を対象に授業改善等に資する研究会を開催している。2020年度は,新型コロナウイルス感染拡

大に伴い、遠隔授業の実施方法に関する研修会を開催した。2021 年度は 6 月に 2 回、遠隔授業に関する

授業評価アンケートについて検討を行い、春学期の実施の準備をしている。 

 

 

④入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに

進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 
a.入学者の数、収容定員、在学する学生の数等 

学部等名 
入学定員 

（a） 

入学者数 

（b） 

b/a 収容定員 

（c） 

在学生数 

（d） 

d/c 編入学 

定員 

編入学 

者数 

 商学部 230人 257人 111.7％ 920人 1037人 112.7％ 欠員の範囲 0人 

 経営学部 230人 271人 117.8％ 920人 1091人 118.6％ 欠員の範囲 0人 

 人間科学部 90人 106人 117.8％ 360人 409人 113.6％ 欠員の範囲 0人 

合計 550人 634人 115.3％ 2,200人 2,537人 115.3％ 人 0人 

（備考） 

 

b.卒業者数、進学者数、就職者数 

学部等名 

 

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

商学部 
199人 

（100％） 

1人 

（  0.5％） 

166人 

（  83.4％） 

32人 

（  16.1％） 

経営学部 
178人 

（100％） 

0人 

（  0％） 

146人 

（  82％） 

32人 

（  18％） 

人間科学部 
82人 

（100％） 

1人 

（  1％） 

60人 

（  73％） 

21人 

（  26％） 

合計 
459人 

（100％） 

2人 

（ 4.4％） 

372人 

（  81.1％） 

85人 

（  18.5％） 

（主な進学先・就職先）（任意記載事項） 

（備考） 

https://www.takachiho.jp/outline/professor.html


  

c.修業年限期間内に卒業する学生の割合、留年者数、中途退学者数（任意記載事項） 

学部等名 

 

入学者数 
修業年限期間内 

卒業者数 
留年者数 中途退学者数 その他 

 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

合計 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

（備考） 

 

 

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 
（概要） 

各科目のシラバスの構成は、①「履修要項」に記載の各科目が配置されている領域のカリキュ

ラム方針に合致しているかどうか、②「履修要項」の「教育プログラム表」の「専門的知識と

スキルの修得」に対応しているかどうか、③予習・復習の指示、④成績評価方法と基準、⑤ア

クティブラーニングの実施の有無、⑥テキスト、参考文献の明示、⑦各回の授業計画の明示、

を義務付け、さらに各科目のシラバスを教務委員がチェックし、必要な修正を加えたものをホ

ームページに公表している。 

 

 

⑥学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 
（概要） 

各学部の教育目的を達成するために各学部のディプロマポリシーを定め、履修要項、ホームペ

ージにて公表している。具体的な卒業要件として最低 124単位の取得とし、全学部共通の教養

科目と各学部専門科目の取得すべき授業科目、単位数を設定し履修要項に明示している。 

また、卒業認定は教務委員会にて個別学生の成績と卒業要件を確認した素案を連合教授会にて

審議し、学長が最終決定する。 

学部名 学科名 
卒業に必要となる 

単位数 

ＧＰＡ制度の採用 

（任意記載事項） 

履修単位の登録上限 

（任意記載事項） 

商学部 商学科 124単位 有・無 全学年半期 24単位 

経営学部 経営学科 124単位 有・無 全学年半期 24単位 

人間科学部 人間科学科 124単位 有・無 全学年半期 24単位 

ＧＰＡの活用状況（任意記載事項） 公表方法： 

学生の学修状況に係る参考情報 

（任意記載事項） 
公表方法： 

 

 

⑦校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

公表方法：https://www.takachiho.jp/outline/campus_map.html 

 

  

https://www.takachiho.jp/outline/campus_map.html


  

⑧授業料、入学金その他の大学等が徴収する費用に関すること 

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 備考（任意記載事項） 

商学部 商学科 680,000円 220,000円 250,000円 施設設備費等 

経営学部 経営学科 680,000円 220,000円 250,000円 施設設備費等 

起業･事業承継ｺｰｽ 780,000円 220,000円 250,000円 施設設備費等 

人間科学部 人間科学科 680,000円 220,000円 250,000円 施設設備費等 

 

⑨大学等が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 
a.学生の修学に係る支援に関する取組 

（概要） 

1 年次の必修科目として「ゼミⅠ」という基礎演習科目をおき、1 クラス１７名前後で編成す

る。この科目は大学生活で必要な学習スキル、就職意識の醸成、文章作成能力、課題探求を

学ぶことを目的とし、スムースな大学生活への転換を図っている。また、当該科目の各クラ

ス担当教員及び 2年次以降のゼミナール担当教員は、アドバイザーとして学生生活の指導・

助言を面談により積極的に行っている。また、専任教員はオフィスアワーを設け、ゼミナー

ル所属学生に限らず学生に対応している。 

b.進路選択に係る支援に関する取組 

（概要） 

専任教員で組織する就職委員会と就職関連情報の収集、就職支援及び就職委員会の事務を司

る学務部就職支援課により、1・２年次の就業感の育成から３、４年次の具体的な就職活動対

策について指導、アドバイスを行っている。特に、３年次進級直後に全３年生を対象とした

個別面談をスタートし、卒業時までフォローしている。また、全学年の保護者に対して毎年

面談形式で就職ガイダンスを実施しているが、2020年度は新型コロナウイルス感染拡大防止

のためオンディマンドによる資料配信をし、2020 年度末に 3年生の保護者を対象にオンライ

ンによる面談でガイダンスを実施した。 

c.学生の心身の健康等に係る支援に関する取組 

（概要） 

学生相談室を設置し、精神科医 1人と臨床心理士の資格を有するカウンセラー1人を配置し

ている。また、専任教員で組織する学生委員会と学務部学生課による学生生活全般に渡る相

談にも応じている。学生相談室の開室日時は、精神科医が木曜日／10:30～13:30、カウンセ

ラーが月曜日・水曜日／10:30～16:30である。相談内容に応じて長期的な支援を必要とする

学生に対しては、ゼミ担当教員と連携しサポートしている。2020年秋学期には、オンライン

による面談を試験的に実施し、2021 年度から正式に併用している。 

 学生相談室の利用目的や利用方法については、パンフレットを置き、本学ホームページで

も、開室曜日・時間・担当者などの情報を開示している。 

 

 https://www.takachiho.jp/student/outline/counselling.html 

 

 

⑩教育研究活動等の状況についての情報の公表の方法 

公表方法：https://www.takachiho.jp/research.html 

 

 

https://www.takachiho.jp/student/outline/counselling.html
https://www.takachiho.jp/research.html


（別紙）

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※

１．前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

※

※ 備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

学校コード F113310103199

（備考）

内
訳

46人

41人

家計急変による
支援対象者（年間）

0人

183人

第Ⅱ区分

第Ⅲ区分

合計（年間）

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当したこ
とにより認定の取消しを受けた者の数

年間 0人

以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄について、該当する人数が1人以上10人以下の場合に
は、当該欄に「－」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、「0人」と記載するこ
と。

本表において、第Ⅰ区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分とは、それぞれ大学等における修学の支
援に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条第１項第１号、第２号、第３号
に掲げる区分をいう。

２．前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認
定の取消しを受けた者の数

（１）偽りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたこと
により認定の取消しを受けた者の数

年間

183人

後半期

164人

82人

47人

35人

学校名

設置者名

高千穂大学

学校法人　高千穂学園

前半期

支援対象者（家計急変
による者を除く）

178人

91人第Ⅰ区分



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

年間 前半期 後半期

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（備考）

（備考）

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの

に限る。）

右以外の大学等

後半期前半期年間

修業年限で卒業又は修
了できないことが確定

修得単位数が標準単位
数の５割以下

（単位制によらない専門学校
にあっては、履修科目の単位
時間数が標準時間数の５割以

下）

出席率が５割以下その
他学修意欲が著しく低

い状況

0人

－

「警告」の区分に連続
して該当

（３）退学又は停学（期間の定めのないもの又は３月以上の期間のものに限る。）の
処分を受けたことにより認定の取消しを受けた者の数

計

－

－

0人

退学 －

３月以上の停学 0人

年間計 －

上記の（２）のうち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成
績が著しく不良であることについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められ
ず、遡って認定の効力を失った者の数

右以外の大学等
短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻科を含

む。）、高等専門学校（認定専攻科を含む。）及び専門学校（修
業年限が２年以下のものに限る。）

－



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

４．適格認定における学業成績の判定の結果、警告を受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（備考）

（備考）

訓告 0人

年間計 0人

３．前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学
生認定の効力の停止を受けた者の数

停学（３月未満の期間のものに限る。）又は訓告の処分を受けたことにより認定の
効力の停止を受けた者の数

３月未満の停学 0人

修得単位数が標準単位
数の６割以下

（単位制によらない専門学校
にあっては、履修科目の単位
時間数が標準時間数の６割以

下）

0人

ＧＰＡ等が下位４分の
１

22人

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの

に限る。）

年間 前半期 後半期

計 28人

出席率が８割以下その
他学修意欲が低い状況

17人
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